
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

部局名 企画部

課室名 情報推進課

事務事業名称

17 高速情報通信網整備費 高速情報通信網整備事業

予算現額
（千円）

財源内訳

　○ 高速情報通信網整備事業  (ケーブルテレビ網の整備)
  　・設計監理業務 ･････････････････････････････････････････ 1,260千円
  　･電柱建替補強等負担金････････････････････････････････ 47,618千円 (繰り越し分)
    　(九電及びNTTの柱に共架する際に補強等が必要な場合にかかる費用)
  　･電柱照会手数料････････････････････････････････････････ 7,297千円 (繰り越し分)
    　(九電の電柱を利用し共架できるかを調査するための費用 525円/本)
  　・音声告知放送設備等整備工事････････････････････････ 412,093千円
  　･センター施設及び伝送路整備工事･･・････････････････ 1,142,853千円 (繰り越し分)

事　業　名

2 86 頁

款 項 目

ケーブルテレビの施設整備を行い、高速情報ネットワーク化、テレビの難視対策、及び行政情報等
の媒体の多様化を図る

その他
評価

市債国・県支出金

1
予算

高速情報通信網整備事業
センター施設及び伝
送路整備工事

目
的

決算書

決算額
（千円）

事業内容（主な経費等）

目　　　名

一般

対
象

23,342

市民

21,620,121

事
業
概
要

臨／経

4,512,430工事請負費 1,195,379 401,400臨時

4,512,430 23,342計 401,4001,620,121 01,195,379



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

成
果
指
標

高速情報ネットワーク化を行うことで、地域情報化が大きく進展する
数値

Ｈ23
-

指標の設定理由
指標名

80 ％

Ｈ２１

-

Ｈ２２

目標 70%

a ケーブルテレビ加入率

Ｈ２２

音声告知放送加入率 ｃ ｄIP電話利用加入率

Ｈ２０単位

目
標
年
度

数値

指標

高速情報ネットワーク
化

目標

活動指標名

-

--

成果指標名 Ｈ２０

目標100%

単位

70% 目標

％

活
動
指
標

114.6

ｂ

対応（改善点等）

難視聴対策、都市とのデジタルデバ
イドの解消に必要な事業である

分析根拠

Ｈ２３

-

％

-

Ｈ２１

ケーブルテ
レビ加入率

事故繰越による対応を行い、平成23年度も引き続き工事を延長し実
施する

89.8-

ｄ

b ％

-
％

-

-

高速情報ネットワーク化

％

2

高速化が完了するのはＨ22年度末～
Ｈ23年度当初であることから、効果が
確認できるのはＨ23年度である

2

平成２３年度終了であるため

3

3
光ケーブルの敷設により、まずは得ら
れるサービスを活動指標とした

市全域を対象に実施した

評価内容

成果指標の判断

廃止

 ⑤ 事業の
　  有効性

責任領域の精査
 ② 行政の
　　関与性

事業の方向性

-

2,266,725

課題
c

IP電話利
用加入率

うち経常経費

Ｈ２０ Ｈ２２
決 算 額 （千円）

一般財源

市　　債

3月に発生した東日本大震災の影響で工事の進捗が遅れている(音声
告知放送、IP電話整備分除く)

3,116

90

Ｈ２１

76

-

事業費に係る人件費

うち経常

 ④ 手段の
　  妥当性

県　　費

- 3,270,367

民間実施は可能であるが、採算性か
ら実質的には民間による実施は不可
能である

活動指標の分析

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認

a
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-

-
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訳 23年度で完了

1,195,379

1,620,121847,847

19,200

国　　費

予算措置なし

理由

％

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認

401,400

3

分析着眼点
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％
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％
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